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Ⅰ．緒　言

　北欧の国からはじまったノーマライゼーションは，知

的障害のある人が，それまでの隔離政策から脱却し，生

まれ育った地域であたり前の生活ができることを求める

活動であった．我が国においてもノーマライゼーション

の実現を目指し，社会福祉制度の改革および諸所の活動

が展開されてきているが，障害のある人が地域であたり

まえに生活できる環境が十分整っている状況とはいえな

い．とくに，余暇に関する支援は十分ではなく，厚生労

働省が 2005 年に実施した調査（１）によると，知的障害

児者の「ひとりでの外出状況」で，「ほとんど出掛けな

い」が 40.1% もおり，地域活動への参加状況についても，

「ほとんど参加しない」が 27.0%，「参加したことはない」

が 40.5% いた．

　このような状況の中で，知的障害のある人の地域生活

を充実させるための活動の１つとして「中はりま手をつ

なぐ育成会当事者研修（通称，オープンスクール）」を

はじめ，現在３年目を迎えている．オープンスクールは，

「オープン・カレッジ」，「心理教育」，「本人活動」の３

つの要素を含む活動である（図１）．以下，それぞれに

ついて説明する．
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図１　オープンスクールの枠組み
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要約：【研究背景】兵庫県中播磨地域におけるノーマライゼーションの実現をめざし，知的障害者のある方
が安心して活動できる場としてはじまったオープンスクールは，教育の保障を目指しいくつかの大学で取
り組まれている「オープン・カレッジ」と，知識や情報，対応方法などの伝達を目的とした「心理教育」，
そして権利擁護運動としての「本人活動」の３つの要素を含んでいる．心理教育およびオープン・カレッ
ジの２つの側面から，オープンスクールの効果の検証を試みた．【研究方法】対象者は受講した知的障害本
人とその家族あるいは支援者である．心理教育プログラムの評価には WHOQOL26 の指標のうち 17 項目で
構成した短縮版を介入の前後で評価し検討した．また，オープン・カレッジの評価には 11 項目からなる参
加後の変化に関する質問紙を実施した．【研究結果】研究対象者は，本人 14 名ならびに家族あるいはその
支援者 14 名である．本人の属性は男性８名，女性６名で，平均年齢は 31.6±13.3 歳だった．QOL の総得
点および平均値，下位尺度の「心理的領域」「社会的関係」「環境領域」について介入の前後で対応のある
検定を行ったところ有意な差はなかった．また，それぞれの項目について一般人口の平均値と比較したと
ころ，「金銭関係」の項目で一般の人よりも有意に高かった．参加後の変化では，本人では「話したり書い
たりすること」が，家族らでは「知識や社会への関心」「責任感」で変化がみられたと答えた人が多かった．【考
察】今後さらに検討を重ね効果のあるプログラムの構築が必要である．また，対象者の元々の QOL が高い
ことなどが考えられ，研究デザインの検討が必要であるとともに，知的障害者の主観的 QOL は，社会経験
の機会が少ないなどを念頭に置いて，評価することが必要である．

Key  Words：知的障害者　オープン・カレッジ　心理教育　EBP



社会福祉学部研究紀要　第15巻第１号　坂本忠次教授追悼記念号

68

（１）オープン・カレッジ

　知的障害者の生涯教育保障としてはじめられたオー

プン・カレッジは，1998 年に大阪府立大学から始まり
（２），現在多くの大学に広がりその実践が報告されてい

る（３）～（10）．建部ら（２）によると，オープン・カレッジ

は深い人権思想に基づき，「障害の有無にかかわらずす

べての人の人権（教育），発達（変化）の保障を実現し

ようとする基本的人権の獲得運動」のひとつとされ，①

人権の保障，②発達の保障，③地域社会に対する大学の

貢献という３つの理念を掲げている．兵庫県播磨地域で

は，2004 年に賢明女子短期大学において大学教員と姫

路 YMCA との共同開催で１日のみのオープン・カレッ

ジが実施された（11）．しかしそれ以降，実施されていない．

（２）心理教育

　心理教育とは，「精神障害者やエイズなど受容しにく

い問題を持つ人たちに正しい知識や情報を心理面への十

分な配慮をしながら伝え，病気や障害の結果もたらされ

る諸問題・諸困難に対する対処方法を習得してもらうこ

とによって主体的に療養生活を営めるよう援助する方

法」と定義されており，心理教育は「知識・情報」，「対

処技能」，「心理的・社会的サポート」，の３点を基本に

したプログラムが立てられている（12）．

（３）本人活動

　近年，ピープルファースト運動などの影響を受け，知

的な障害のある本人たちの会の活動が始まり活発になっ

てきている．ピープルファースト運動は，1960 年代後

半に北米や北欧から起こった知的障害のある人自身によ

る権利擁護のための運動である．現在，ようやく日本に

おいても徐々にこの運動が広がりつつあり，全国的な親

の会組織である手をつなぐ育成会が把握している「本人

活動」グループは，2004 年現在で，全国約 200 グループ，

7,000 人と推計されている（13）．

（４）オープンスクールの特徴

　オープンスクールは，教育の保障というオープン・カ

レッジの理念に基づき，大学という場所を知的障害者へ

開放することを目的としている．オープン・カレッジの

形態やプログラムの構成は大学や実施主体によって違

い，それぞれが独自の創意工夫をして実践されている．

オープンスクールでは，講義タイトルは大学の科目名を

模したものであるが，内容は，適切な情報と対応方法を

学ぶ心理教育プログラムを参考に構成されている．また，

中播磨地区では，本人活動がなかったことから，「手を

つなぐ育成会の当事者研修」として位置づけた．よって，

オープンスクールは，オープン・カレッジの理念のもと，

心理教育のプログラムを取り入れ，本人主体の活動を地

域で展開していくことを目的としている．

Ⅱ　研究目的

　近年，専門職のアカウンタビリティの観点から，様々

な分野において根拠に基づく実践（Evidence-Based 

Practice， 以下 EBP）の重要性が高まってきている（14）．

EBP の観点から，実践の効果を検証することが求めら

れるようになってきているが，知的障害のある本人への

心理教育，オープン・カレッジ，当事者活動それぞれに

おいて，その効果を明らかにした研究は少ない．

　当事者本人への心理教育についてのエビデンスとして

は，統合失調症患者本人への心理教育に関する研究があ

るが，それによると，知識度，治療遵守性や病識の改

善，再発や再入院率への寄与といった効果が報告されて

おり，一定の評価は得られたものとしている（15）．また，

発達障害者本人に対する心理教育の報告はあるが，効果

に関しては今後検証が必要な状況である．

　オープン・カレッジの効果についても，オープン・カ

レッジを受講した知的障害者本人（16）（17）や家族の感想

を集計した結果（18）や，オープン・カレッジに関わった

ボランティアへの影響や学び（19）などについては報告さ

れているものの，本人への効果といった点については十

分検証されているとはいえない．

　オープン・カレッジの効果を検証しようとする試みと

しては，東京学芸大学が中心となり，公開講座として実

践してきたオープンカレッジ東京などがある（20）．平井（21）

は，「知的障害者の青年期－成人期的課題変化の指標」

を設け，家族や世話人らを対象に質問紙調査を行い，オー

プンカレッジ受講生群と対照群との差異を検定した．そ

の結果，12 項目すべてにおいて肯定回答と否定回答の

合計数において有意な差が認められたほか，「自分の生

活を見直し改善する意欲が高まった」「友だちとのつき

あいや交際が広がった」「人に臆することなく接するこ

とができるようになった」「家族（親）や世話人からの

独立心が強くなった」という４項目に有意な差が認めら

れた．また，本人評価による学習成果の検証をしたとこ

ろ，「仕事への意欲が高まった」という項目が飛びぬけ

て高いという結果などが得られている．

　多くのオープン・カレッジ関係者においても，実践の

効果を明らかにする必要は感じているが，受講後の感想

を聞くといったことにとどまっている．それは，対象者
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が知的障害者であるため，何を効果とするのか，あるい

はどのように効果を評価するのかといった課題があるか

らだ．筆者らも過去２年のオープンスクールについても，

効果測定を試行しているが（22）（23），知的障害者本人への

質問紙の実施といった点で，ある一定の言語理解を要す

るため対象者が限られてしまい，有効な回答が得られな

いため，十分な検証に至らなかった．しかし，面接方法

や質問紙を工夫したり，家族や支援者への調査などを取

り入れたりすることで効果を明らかにできるのではない

かと考えている．

　本研究の目的は，（１）本人への心理教育プログラム

の効果の検証，および（２）オープン・カレッジとして

の効果の検証の２点である．（１）については，地域で

生活するための知識や情報の伝達，対応方法の習得を目

指し構成された心理教育としての実践が，地域での生活

の質（Quality of Life， QOL）の向上に効果があるかど

うかについて検証する．また，（２）については，他のオー

プン・カレッジで用いられている指標を使い，同様の効

果が得られるのかについて検証する．

Ⅲ　研究方法

（１）研究参加者

　本研究の対象者は３期オープンスクールの受講生およ

びその家族あるいは支援者（以下家族ら）である．受講

生は，中播磨地区および姫路市手をつなぐ育成会の会員，

また中播磨地区内にある福祉施設等関係機関の協力を得

て広報し募った．申し込み者 16 名のうち参加の同意が

得られ，同意書の返送者 14 名のみを研究対象とした．

（２）倫理的配慮

　本研究は，主催となる中播磨手をつなぐ育成会の事務

局に本研究の目的ならびに方法を説明し許可を得た上で

実施している．倫理的配慮としては，研究目的と説明文

には，ルビをふり，知的障害のある人が理解しやすいよ

うに工夫したほか，口頭で説明した．また，研究に参加

しなくとも，オープンスクールのプログラムに参加するこ

とが可能であり，不利益を受けないことや，研究への参

加は個人の自由意志であり，撤回があった場合には，直

ちに研究を中止することが出来ることを説明文で強調し，

同意書に署名していただいた．分析データは，入力時に

ID 番号へ変換し，個人が特定できないように配慮した．

（３）介入内容

　介入期間は，2010 年７月から２月の間で，月１回全

８回のプログラムである（表１）．１回のプログラムは

約 90 分で，当日のプログラムを写真入りのカードにし，

黒板に掲示するなど時間の構造化を図る工夫を行った．

さらに学習支援を行うボランティアである「サポーター」

が毎回約７名入り，受講生のそばで，記入の手伝いや補

足説明などを行った．

表１　オープンスクールの講義内容

回 科目名 内容

第１回 入学式 自己紹介など

第２回 障害者福祉論 社会の障害について考える

第３回 子ども論 あそびについて学ぶ

第４回 社会福祉学演習 学園祭に参加

第５回 地域福祉論 地域資源の使い方について

第６回 健康科学 アロマケアをしてみよう

第７回 心理学 コミュニケーションについて

第８回 卒業式 1 年を振り返って

（４）質問紙調査

　質問紙調査は介入前と介入後１か月後に実施した．本

人に対する介入前の調査は，プログラム初回に，サポー

ターが質問項目の補足説明を行い，聞き取りによって実

施した．可能な方は自己記入してもらった．また，介入

後の調査は最終回の１か月後に，日中利用している福祉

施設等に訪問し，サポーターによる聞き取りによって実

施した．可能な方は郵送し，自己記入後返送してもらっ

た．家族らに対しては，本人への調査と同時期に質問紙

を郵送し，記入後返送していただいた．

　① WHOQOL26 評価尺度

　QOLの評価には，世界保健機関が開発したWHOQOL26

を用いた（24）．尺度では，QOL を「個人が生活する文化

や価値観の中で，目標や期待，基準および関心に関わる

自分自身の人生の状況についての認識」と定義し，「身

体的領域」「心理的領域」「社会的領域」「環境領域」の

４領域 24 項目の下に，全体を問う２つの質問項目を加

えた 26 項目で構成され，日本語版が発表され，一般人

口データが発表されている．各質問項目は，５段階で評

価され，１点から５点の間で合計した得点を項目数で割

り，平均値で算定する．

　知的障害者本人への心理的負担感を軽減するため，効

果の期待が薄いと推測される身体的領域を中心としたい

くつかの項目を省き，17 項目で実施した．家族らへは

家族らから見た本人の QOL としてつけてもらった．
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　②参加者の変化アンケート

　オープン・カレッジとしての効果の検証には，オープ

ンカレッジ東京が作成した講座に参加することで自分に

どのような変化があったかを問う 11 項目を用いた（20）．

それぞれの項目に対して４段階で答えてもらうようにし

ているが，「はい（変化があった）」「いいえ（変化がなかっ

た）」の２択で答えてもらうよう変更して実施した．

　本人および家族らに介入前には①のみ，介入後には①

②を実施した．

（５）統計処理

　統計処理には，SPSS for windows 15.0 を用いた．

　介入前後の検討には対応のあるｔ検定，受講生と家族

らとの検討には独立したサンプルのｔ検定を用いた．ま

た，WHOQOL26 の標準化のための調査を用い，介入後

の本人へ実施した QOL の結果と一般人口との結果を比

較した．群間の比較は平均値と標準偏差から Z 得点を

算出し，Z-P 値との対応表を用いて算出した．有意水準

は５％未満とした．

Ⅳ　研究結果

（１）受講生および研究参加者の概要

　３期オープンスクールの受講者数は 16 名だった．研

究対象者の本人 14 名のうち，性別の内訳は，男性８名，

女性６名で，平均年齢は 31.6 ± 13.3 歳だった．また，平

均出席回数は 6.4 ± 1.3 だった．家族らと本人の関係は，

母親７名，父親２名，施設等職員でのケース担当支援員

４名で，性別の内訳は，男性３名，女性 10 名である．

また，家族らの平均年齢は，52.8 ± 10.1 歳だった．

（２）WHOQOL 短縮版の結果

　介入前後の解析対象は，前後の質問紙で有効な回答が

得られた本人 12 名，家族ら 10 名である．

　①本人による QOL の介入前後の比較

　QOLの各項目の得点の合計は，介入前が 58.9±12.2 で，

介入後が 58.7±11.3だった．介入前後で対応のあるｔ検定

を行ったところ，前後で有意な差は得られなかった．下位

尺度である「心理的領域」「社会的関係」「環境領域」にお

いても平均値を出し，介入前後で対応のあるｔ検定を行っ

たが，前後で有意な差が得られた項目はなかった（表２）．

　②家族らから見た QOL の介入前後の比較

　QOLの各項目の得点の合計は，介入前が 56.4±11.5で，

介入後が57.0±9.2だった．介入前後で対応のあるｔ検定を

行ったところ，前後で有意な差は得られなかった．下位尺

度においても，同様に介入前後で対応のあるｔ検定を行っ

たが，前後で有意な差が得られた項目はなかった（表２）．

表２　QOL得点

（N） 介入前 介入後

QOL 得点合計
本人⑿ 58.1 ± 12.2 58.7 ± 11.3 n.s.

家族ら⑽ 56.4 ± 11.5 57.0 ± 9.5 n.s.

QOL 平均値
本人⑿ 3.5 ± 0.7 3.5 ± 0.7 n.s.

家族ら⑽ 3.3 ± 0.7 3.4 ± 0.5 n.s.

心理的領域平均値
本人⑿ 3.3 ± 0.8 3.5 ± 0.7 n.s.

家族ら⑽ 3.2 ± 0.8 3.1 ± 0.6 n.s.

社会的関係平均値
本人⑿ 3.4 ± 0.8 3.3 ± 0.8 n.s

家族ら⑽ 3.4 ± 0.7 3.3 ± 0.6 n.s

環境領域平均値
本人⑿ 3.6 ± 0.6 3.4 ± 0.8 n.s

家族ら⑽ 3.4 ± 0.6 3.4 ± 0.5 n.s

　本人と家族らの結果について独立したサンプルのｔ検

定を行ったところ，有意な差はなかった．

　③一般人口との比較

　本人による介入後の QOL の結果を一般群と比較検討

した（表３）．その結果，「金銭関係」の項目において，

本調査群の平均値が 3.67 ± 1.61 に対し，一般群は 2.78±

0.92 であり，本調査群が一般群よりも金銭関係の QOL

が有意に高いといった結果になった．その他の項目では

群間で有意な差はないものの，調査群の方が一般群より

も高い値を示す項目が多かった．

表３　一般人口との比較

本調査
（N=12）

一般
（N=1,399）

ｐ値

〈心理的領域〉
ボディ・イメージ 3.50 ± 1.24 3.06 ± 0.91
否定的感情 3.83 ± 1.27 3.61 ± 0.96
肯定的感情 3.42 ± 1.24 3.31 ± 0.83
自己評価 3.17 ± 1.34 3.05 ± 0.87
精神性・宗教・信念 3.00 ± 1.35 3.43 ± 0.91
思考・学習・記憶・集中力 3.83 ± 1.27 3.50 ± 0.82

〈社会的関係〉
人間関係 3.58 ± 0.90 3.22 ± 0.83
社会的支え 3.25 ± 0.97 3.44 ± 0.78
性活動 3.08 ± 1.08 2.93 ± 0.79

〈環境領域〉
金銭関係 3.67 ± 1.61 2.78 ± 0.92 ＊
自由・安全と治安 3.25 ± 1.36 3.55 ± 0.87
健康と社会的ケア 3.58 ± 1.00 2.84 ± 0.80
住環境 3.33 ± 1.37 3.18 ± 0.91
余暇活動への参加と機会 3.42 ± 1.56 3.08 ± 0.97
生活圏の環境 3.33 ± 1.16 3.31 ± 0.95
交通手段 3.33 ± 1.23 3.40 ± 1.02

〈身体的領域〉
活力と疲労 4.09 ± 1.044 3.60 ± 0.86

＊ P ＜ 0.05
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（３）参加後の変化アンケートの結果

　①本人が感じた変化

　オープンスクールに参加して変化があったかどうかに

ついて，「はい（変化があった）」と答えた人が多かった

項目は「話したり書いたりすることが上手になった」で，

67%（N= ８）だった（表４）．一人あたりの「はい」の

平均個数は 5.5 ± 3.8（N=12）だった．

表４　参加後の変化

本人
N=12
％（N）

周囲
N=10
％（N）

はい いいえ はい いいえ

１ 新しい知識や社会への関心が高まった 58% ⑺ 42% ⑸ 70% ⑺ 30% ⑶

２ 自分の生活を見直し改善する意欲が高まった 50% ⑹ 50% ⑹ 50% ⑸ 50% ⑸

３ 仕事への意欲が高まった 33% ⑷ 67% ⑻ 40% ⑷ 60% ⑹

４ 友達との付き合いや交際が広がった 58% ⑺ 42% ⑸ 30% ⑶ 70% ⑺

５ 趣味や打ち込めることを見つけるきっかけとなった 58% ⑺ 42% ⑸ 20% ⑵ 80% ⑻

６ 話したり書いたりすることが上手になった 67% ⑻ 33% ⑷ 50% ⑸ 50% ⑸

７ 人に自信を持って接することが出来るようになった 50% ⑹ 50% ⑹ 50% ⑸ 50% ⑸

８ 自分に対する自信が高まった 33% ⑷ 67% ⑻ 60% ⑹ 40% ⑷

９ 物の見方や考え方がしっかりしてきた 58% ⑺ 42% ⑸ 60% ⑹ 40% ⑷

10 責任感が強くなった 42% ⑸ 58% ⑺ 70% ⑺ 30% ⑶

11 家族や世話人からの独立心が強くなった 42% ⑸ 58% ⑺ 50% ⑸ 50% ⑸

「はい（変化があった）」の平均個数 5.5 ± 3.8 5.5 ± 3.4

オープンスクールが話題になることがあった 70% ⑺ 30% ⑶

　②家族らから見た変化

　本人が感じた変化と家族らからみた変化では違いが表

れた．家族らは，「新しい知識や社会への関心が高まった」

と「責任感が強くなった」の２項目で「はい」と答えた

人が 70%（N= ７）おり，最も多かった（表４）．一人

あたりの「はい」の平均個数は 5.5 ± 3.4（N=10）だった．

Ⅴ　考　察

　本研究では，中播磨地域の知的障害のある人を対象に

実践してきたオープンスクールの効果について，心理教

育およびオープン・カレッジの２つの側面から検討した．

（１）心理教育プログラムとしての効果の検証

　地域での生活の質の向上を目的に，社会の障害につい

ての内容や，福祉サービス利用援助事業などの情報提供，

ストレスマネージメントの方法や困ったときの対応方法

などを取り入れ，プログラムを構成した．介入の前後に

同様の QOL に関する質問紙調査を実施し，介入前後の

QOL を比較検討したが，QOL を改善するまでの効果は

なかったが，著しい QOL の低下も見られなかった．

　しかし，一般人口との比較をしたところ，知的障害者

の QOL は一般の人と相違なく．有意な差こそはなかっ

たが，一般の人よりも高い値を示した項目が多く見られ

た．もともとオープンスクールを受講するということ

がすでに QOL が高いということを示しており，介入前

後ではさほど変化する余地がないということも考えられ

る．可能であれば，参加者を無作為抽出し，介入群と比

較群に割り付け，比較検討する方法を採用することで，

より厳密な根拠が得られるだろう．

　また，知的障害者の主観的 QOL を指標とする際には，

十分な注意を払わなければならないことも明らかになっ

た．近年，QOL への関心が高まり，その研究論文も増

えてきている．社会福祉分野においても QOL が重視さ

れるようになってきている（25）．しかし，QOL の概念は

幅広く，客観的側面を捉える QOL と主観的側面を捉え

る QOL が混在している状況にある．本研究では，主観

的な QOL を評価したが，知的障害者の「金銭関係」の

QOL が一般の人よりも有意に高いという結果になり，

客観的 QOL との乖離が見られた．これは，知的障害が

あるため金銭感覚を持ちえないといった障害特性も考え

られるが，それ以上にお金を遣う機会がないという社会

経験が奪われていたり，就労や経済活動から排除されて

いたりする結果ともいえる．主観的 QOL が高く本人が

満足していればいいかというと決してそうではない．社

会経験を奪われていることに気づき，それを取り戻すこ

とも必要である．

（２）オープン・カレッジとしての効果の検証

　さらに，オープンカレッジ東京の指標を用いて，介入

後の「変化」を感じた項目を答えてもらったところ，本

人では「話したり書いたりすることの向上」で変化を感

じた人が多く，家族らは「知識の関心」と「自信の高ま

り」で変化を感じた人が多かった．

　オープンカレッジ東京では，例年高い評価を示してい

る項目の１つに「仕事への意欲」が挙げられているが，

本プログラムでは，「仕事への意欲」は低い結果になっ

た．オープンカレッジ東京では，「働き続けるための講座」

が提供されているが，本プログラムでは労働意欲を喚起

するような内容はなかった．このように，プログラムの

構成によって，参加後の変化に違いが生じた．受講生が，

講義内容を理解し，冷静に評価していることを意味する．

Ⅵ　結　語

　本研究では，オープン・カレッジの取り組みとして，

また知的障害者への心理教育の効果を検証しようと試行
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した点について非常に意義があると考える．しかし，分

析対象者も少なく，十分な介入の効果を得られなかった．

今後も，効果の検証を続ける中で，内容や頻度，期間を

検討し，効果的なプログラムの開発が必要である．そし

て，分析に必要な対象者数を得るため，他のオープン・

カレッジと連携していくことも検討していきたい．また，

今回は QOL を評価の指標としたが，知的障害者の QOL

を評価する場合は，客観的QOLと主観的QOLを意識し，

知的障害者の特性への配慮だけでなく，社会経験等を阻

害されているといった「参加」の障害についても配慮し，

十分な検討を行う必要がある．
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